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1. 序 

情報化社会においては lT の効果的革新・ 活用が企業の 生存 
戦略を決定する。 IT はその利用過程において 機能の開発 側と 

利用者側との 相互作用を通じて 進化していき、 それがさらに 利 

用を拡大・高度化させるという 自己増殖的な 機能を内包している ， 
本稿では、 経営資源の切瑳琢磨の 観点から企業全体を 統合的 

に 管理し、 経営の効率化をねら い とする ERP(Ente 甲 Ⅱ se 

Resources Planning: 企業経営資源計画 ) ソフトウェアに 視点を 

すえて、 その利用における ERP ベンダー ( 開発 側 ).RRP ュ一 ザ 

一 ( 利用者側 ).ERP ユーザ 一の顧客 ( 最終消費者 )(D 三者間に 
発生する多層的な 共進化のダイナミズム と 、 それを通じて 実現さ 

れる ITY(ERP) の自己増殖機能発現のメカニズムを 検証する。 

2. 情報化社会における 日本の lT および ERW 活用の状況 
図 2. 戦略的ビジネス 再定義による 新たな成長の 追求 

日本は、 工業化社会においては、 世界に先駆け、 先進的な 注 1) 企業全体と顧客およびサブライヤーを 含む 
製造技術を開発・ 活用してハイテク・ミラクルを 享受したが、 1990  注 2) 企業とそのサプライヤー・ 顧客とのリンケージ、 サプライヤー・ 顧客 

年代以降の情報化社会においては、 IT の開発・活用面で 欧米 自身のサプライヤ q 顧客を含む 

に 大きな遅れをとっている。 これは、 表 1 にあ る、 工業化社会から Source:WatanabeandH0bo(2002)[6]   

情報化社会におけるパラダイムシフト 下において、 製造技術と 

情報技術との 性格形成過程の 基本的な相違、 すな ね ち、 IT ㈹ 

持っ自己増殖作用を、 日本の社会経済・ビジネス 環境ではうま 

く活性化させられないという 点に起因する (WatanabeandKondo, 

2001[31, WatanabeetaI.2002[4]) 。 このような環境のもとで、 い 

かに図 1 に述べるような 自己増殖機能メカニズムを 発現させ、 IT 

の 活用を ス バイラルに拡大・ 高度化させていくかが 日本経済の 

活，珪化と、 競争力の復活において 非常に重要となってくる。 

そのような中で、 1990 年代前半、 ERP と呼ばれる統合業務バ 
ッケージソフトが 日本市場に紹介され、 短 い 時間の間に欧米に 

続いて多数の 日本企業が ERP を導入し活用を 進めている。 これ 

には表 2 にあ るよ う に、 1980 年代から 1990 年代においての IT 
活用のポイントの 変化にみられるよ う に、 従来型の自社開発型 

の IT 利用方法ではなく、 ERP が全体最適を 視野に置く新しいパ 

ラダイムを具現化する 情報技術であ るのえであ る。 

表 2 企業における mT 活用ポイントの 推移 

1980  年代 1990  年代 

スコーフ 個々の業務プロセス 連続した業務プロセス 

目的 品質・コスト 納期 ROI, 顧客満足 

利益の享受者 エンド ユーザ一 経営者・顧客 

推進者 エンド ユーザ一 戦略企画部門 

システム開発 自社開発 バッケージ購入 

実現までの時間 竿単位 月 単位 

Source:@Watanabe@and@Hobo@(2002)[5]   

図 2 にあ るよ う に、 El 即自身がそのスコープや 対象範囲を広 

げ、 当初の狭義の E Ⅲ ，の範 鴫から広く SCM(Supply Cha@n 

Management: サプライチェーン 管理 ) や CRM(Customer 

Relationship Management: 顧客関係性管理 ) といった領域まで 
をカバーするようになってきている。 

3. ERW 導入過程における 自己増殖機能の 発現メカニズム 

ERP 導入過程において、 ユーザ 一企業にとっては「標準 ノ 。 ッ 

ケージの先進的な 機能を用い、 いかに自社の 業務プロセスを 単 

純化し効率をあ げるか」という 命題とその上で「自社の 他社にな 
い独創的なやり 方 (C0re competence であ る Best business 
practice) をど う 標準バッケージに 乗せ込んでいくか」 、 が おける 

導入成功の鍵といっても 過言ではない。 また ERP ベンダ一にと 

っても、 より多くの Best business Practice を自社のバッケージの 

中に取り込むかが 機能の充実と 利用の拡大という 点で重要にな 

ってくる。 この両者の同一方向に 向かった期待を 共進化させる 
ためのプロセスをあ らわしたものが 図 3 であ る。 

これらの 8 ステップを迅速に 進めることが、 ニーザ 一にとっては 

IT を使った自社業務の 効率化とビジネ、 スの スビードアップに つ 

が がり、 ERP ベンダ一にとっては、 個々のユーザーとのこのサイ 

クルを回すことで、 自社の製品。 の機能改善・ 拡張につながる 有 

効なインプットが 得られ、 それを具現化する 機能を製品。 として提 
供することで 更なる ユーザ 一の獲得にもつながる。 
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表 3 EM, 導入評価の比較 

ステップ 成功要因 評価 注記 
三菱 丸紅 ョドバシ 

㈹ ビジ不 スブラクティス 顧客の業務㈹ 進め方が先進的であ るか 八 一 ・ ハ 一 の o ユーザ 一に対す 

を開発要求として 提 顧客の企業文化が 新しい仕事の 進め方に対して る 評価 
  
小 オープンであ るか x  ① ① 

(ii)  新機能の提供 最初の機能提供までにかかった 時間 ハ 一 ・ " 0  ， 、 の @ ベンダ一に対す 

試行するに足るレベルの 製品品質 ① ム ① る吉 平価 
進んだやり方に 挑戦する顧客 側 ㈹意欲と取り 組め ム ① ① ユーザ 一に対す 

る 状況にあ るかどうか る 評価 
( Ⅲ )  ビジネ、 スプロセス イ /  変革に対する 意識・意欲 X  ① O ユーザ 一に対す 

ぺ一 ション 経営者のリーダーシップ ① ① O る 喜平価 

顧客側の明確なビジネス 戦略の有無 x@ 0@ 0 

(iv)  新たな開発要求 提示されるまでの 時間 ム 0  ① ユーザ 一に対す 

充 となるビジネスシナリオに 対するカバレッジ X  ① ① る 評価 

顧客側の改善に 対しての実施能力 ム ム O 

顧客側の参画の 積極度 O  ① O 

(v)  標準機能としての 提 提供されるまでの 時間 ム 0  ① ベンダー に 対す 

Ⅰ 比 /¥ 製品の品質 ム ① ム る 喜平価 

元 となるビジネスシナリオに 対するカバレッジ x  ① ① 

ERP ベンダ一の改善に 対しての実施能力 ) ム ム ム 

(vi)  より多くの ユーザ 一二 すぐれたユーザーニーズ 収集に対する ERP ベン N/A  N/A  N/A ベンダ一に対す 

一ズの 取り込み ダ 一の能力 る 吉平価 

機能の品質 
(v の 先進的なビジネスを ERP ベンダ一の能力 N/A N/A N/A 

実現する機能の 開発 - 先進的な開発要求を 収集できるかどうか 

要求 - 各顧客の導入プロジェクトを 的確に支援できるか 

どうか 

ベンダ一に対す 

る評価 

(vmi)  標準機能のより 一層 ERP ベンダ一の継続的な 機能改善活動 N/A N/A N/A 

の 充実 定期的な新 ( 改善 ) リリースの提供 
これらの 8 ステップ ヘ の顧客の継続的な 積極的参 

画 

ベンダ一に対す 

る評価 

Source:@Watanabe@and@Hobo@(2002)[6]   
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表 4 E 皿 導入評価総括 

ERP, ベンダ一概 妙 ，らの期待 三菱 丸紅 ョドバシ 

1.  革新的なビジネスのやり 方を実現する 機能にっながるような 先進的な機能 ム ム 

開発要求を収集できること 

  

2.  迅速かつ成功 裡 なプロジェクトの 稼動 ( それにより 他 顧客に対してこのプロ ム O 

、 ジェク ト を事例として 参照できる ) 

  

3.  パイロットとなった 顧客の成長       

用客 側からの期待 

    自分自身の提出した 開発要求がなるべく 多く標準機能として 提供されること ム O  
 

2.  新しい機能を 実現するシステムを ( 競合他社に ) 先駆けてできる 限り早く導入 ム   

すること 

  

3.  新しいシステムを 導入することからくるビジネス 上の直接のメリットが 明確で ム    
 

Source:仝atanabe‖nd？obo・   

これらの評価から、 この 3 社すべてが 8 プロセスにおいて、 自 

己増殖機能のザイクルが 回っていたと 判断できる。 なかでも ョド 
バ シカメラにおいては ERP ヘンダー、 RRP ニーザ 一双方の期待 

がうまく共有化され、 8 ステップのこのメカニズムがうまく ス バイラ 

ルに進んだといえる。 

4. ERP 活用過程における、 最終消費者をも 巻き込んだ自己増 

殖的機能の共鳴効果の 実証 

この章では、 3 章で述べた成功事例の ョドバ シカメラに焦点を 

あ て、 ERP ベンダーと ERP ユーザ一の 2 者間の関係からさらに 
E 田 ，ユーザ一の 顧客であ る最終消費者に 対象を広げ考察をお 

こなっ。 

  Ⅲ べ リ一 ] ( ⅡⅢュヰ ] (E Ⅱ正ュ サ の棋客 ] 

図 4. ERW  ベンダー・ ュ 一 ザー・その顧客の 三者間での Doub!e 

SpiralTr 由 ecto けの創出 

先に述べた ERP ベンダーと ERP ュ一 ザ 一間の自己増殖機能 

に加え、 ERP ユーザー と 、 その先にあ る ERP ニーザ 一の顧客 

( 最終消費者 ) 間の自己増殖機能の 発現と、 _ ㈹二つの自己増 
殖機能が互いに 左右しあ ぅ 、 すなわち図 4 に表されるよ う に 、 

ERP の べ ンダー・ ユーザ 一間 6D8 ステップにわたる 相互作用の 

なかの特に 3 つ ㈹ステップにおいてプロジェクトに 対する意識づ 

けが最終利益享受者であ る顧客に直接に 関連したものであ れ 

ばあ るほど、 当該企業と顧客 ( 最終消費者 ) との間の相互作用 XJ; 
働くことで、 自己増殖機能の 共鳴効果を発生させる 例を検証す 

る。 
3 章にて、 2 者間の共進化の 成功要因として 外部から㈲期待 

値の管理と、 内部的なモチベーションの 管理をあ げたが、 これら 

が、 RRP ユーザ一企業の 内部的なもののみとして 管理されるの 

ではなく、 常に外向きに、 すなわち RRP ユーザ一企業の 顧客で 
あ る最終消費者にとっての 利益とどうかかわるか、 という意識 づ 

けによる、 という仮説を 検証する。     

  
  

                
      

    
        

            " 下 ' 。 1 。 。 。 。 111 。 " 

図 5.  i.mode ケースにおける DoubleS ㎡ ral Ⅱの ectory の創出 

出典 : 近藤、 渡辺 (2002)[1]   
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この検証㈲フレームワークとして、 図 5 の i-mode を例にとった 

評価分析を適用する (KondoandWatanabe,2002[xx]) 。 この評 

価分析において、 自己増殖機能の 共鳴化の発生要件となるも 

のに、 累積学習、 非組織構造、 初期目標の設定、 質的改善があ 
げられているが、 それらを以下に 評価する。 

1) 「非組織構造」についての 評価 

内的な視点より     

① ョドバシ は企業としての 形態をとっているので。 組織構造，を 有 

するが、 個人をべ ー スとした企業風土を 持っており、 

， non-organizationalinitiative, を発揮 

②能力に基づいた 昇進 づ 若手マネジメントの 登用 

③価格破壊・ 流通形態の改革等新しい 試みをするという 戦略と 

体質を命題として 保持 

④個人の目標達成度合に 応じて評価する   成果主義・実力 士 

義の採用 
⑤階層がフラットで 権 限委譲がなされている 

外的な視点より : 

①顧客志向を 会社㈲最重要課題として 認識 
② POS(Point of sales: 販売時点情報管理システム ) による顧客 
の購買実績とニーズの 継続的な把握 
③ SCM による顧客ニーズに 対する迅速かつ 的確な対応 

2) その他のポイントの 評価 

「累積学習」 POS-RRP-SCM の導入経験によるノウハウの 蓄 
積とスビード「初期目標設定」マネジメントによる 

明確な目標設定「質的改善」 改革・双進に 対する継続的な 
投資 ( 先進 IT バッケージの 継続的導入 ) 

ERP の自己 堵珪的緩能 

  

二次的なインパクト 

図 6. ERP の自己増殖的機能共振化の 構造 

5. 考察 

ョドバシ の例から、 日本企業が、 F,RP 活用における IT の自己増 

殖作用と、 自分自身のユーザー と ㈹間の自己増殖作用とを 共鳴 
化させるには、 以下のことがポイントとなる。 

内的な視点より : ( 内的な動機 ) 
- 組織がいかに 柔軟に保たれているか (Organizationaline ㎡ a 

との関連 ) 
  組織硬直の弊害がないということの 証左として意思決定の 

スビードが速 いか 

  個人に対するインセンティブが 明確か 

外的な視点より :( 外部からの期待 ) 
- 顧客が法人か 個人消費者かの 違い 

- 直接顧客が法人であ っても、 最終顧客であ る消費者が 

その企業のなかでどれだけ 顧客として意識されているか 

これらの点を 意識してプロジェクトを 組織し、 目標設定を行 う こ 

とで、 終身雇用や午 功 序列という柔軟性の 低い組織形態をとっ 
てきた日本企業において、 変革のスビードが 速まるのではない 

かと予測される。 

今後、 上記のポイントに 着目し、 これらを検証する 形で日本企 

業において RRP 導入を ト リガ 一 とした nT の自己増殖機能メカニ 

ズムの創出および、 その発展系としての、 最終消費者をも 巻き 
込んだより広範囲㈹ 共鳴化を成功 裡に 発生させる要因の 検証 

をさらに 深 ぬる ノ、 要があ る。 
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